
1

２００９年７月２９日

知財開発投資株式会社
山口泰久

yamaguchi@ipdi.jp

関係者外秘

知財開発ファンドにおける

知財の評価・事業化・投資の実態について

1

関係者外秘

知財開発投資株式会社

知的財産の現況について
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活用されていない特許

特許の利用率は半数以下であり、更なる利用に向けた方策が必要。

特許利用率
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登録特許件数別内訳（2005年度)
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保有特許の半分以上は活用されておらず

少なくとも 近3年間は改善される傾向にない。

企業においては、規模が大きくなるにつれ利用率が低くなる。

大学においては2割程度しか利用されていない。

（出所）特許庁編 産業財産権の現状と課題
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活用されていない特許②
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卸・小売等
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繊維・パルプ・紙工業

食品工業

建設業

業種によっても、特許権の利用率に相違がある。

特許・技術の「評価の仕組み」、「流通市場」、「事業化」が必要ではないか
（出所）特許庁編 産業財産権の現状と課題
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TLO法施行後、TLO出願増加 知的財産本部整備事業開始後
TLO出願減少と大学出願の増加
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大学特許の出願動向
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大学出願特許のライセンスアウトの動向

出典：経済産業省資料
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自社特許の自社特許の
第三者評価第三者評価がほしい。

VCや投資家に

アピールしたい

弊社に寄せられる特許・技術に関するニーズ

特許・技術はたくさん
保有しているのだが、

休眠特許をどのように休眠特許をどのように

活用すればよ活用すればよいのかいのか？？

知財カーブアウト

自社内に特許・技術があるが、

どのようにどのように事業化して事業化して

いけば良いいけば良いのかのか？？

事業化の資金が無い。
経営ノウハウが無い。

自社技術はあるが、
研究開発期間を短縮するために

特許を売って欲しい特許を売って欲しい

R&D期間の短縮

新規事業を立ち上げたい。
自社技術との組み合わせは？

どの企業と組めばよいのか？どの企業と組めばよいのか？

企業アライアンス

共同研究、Ｍ＆Ａ

将来の成長に向けて、
研究開発を促進させたいが、

R&DR&Dにお金をかけて良いのか？にお金をかけて良いのか？

研究テーマの選択。
Ｒ＆Ｄ戦略の策定。

ライバル企業のライバル企業の
特許特許はどの位

優れているのかを
知りたい

ライバル企業の
Ｒ＆Ｄ戦略を探り、

自社のR&DR&D戦略を戦略を

立てたい立てたい

特許をたくさん
出しているが

一度整理したい整理したい

①

② ③

④

⑤

⑥ ⑦ ⑧
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知財事業化における最大の課題は？

“Valley of Death”

Research & 
Invention

Innovation:  new 
businessViable
Business

Basic Basic 
ResearchResearch

InventionInvention Innovation
&

New Business

The Darwinian Sea
死の谷 ダーウィンの海
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Positioning
Core Competence  Benchmarking

Target Business Domain Focus
Competitive Advantage 

Grand Strategy/ Campaign
Scenario/Differentiation/Drivers

Positioning
Core Competence  Benchmarking

Target Business Domain Focus
Competitive Advantage 

Grand Strategy/ Campaign
Scenario/Differentiation/Drivers

Partnering
Scoping Shared Opportunities
Skill/Capability/Asset Sharing

Co-Strategic Alliance/Marketing
Partnership/Trust Building

Profit/Risk Sharing 

Partnering
Scoping Shared Opportunities
Skill/Capability/Asset Sharing

Co-Strategic Alliance/Marketing
Partnership/Trust Building

Profit/Risk Sharing 

Modeling
Business Goal/Roadmap 

Business Architecture/Rule
Business Model Design

Business Plan Development
Sustainability/Risk Assessment

Modeling
Business Goal/Roadmap 

Business Architecture/Rule
Business Model Design

Business Plan Development
Sustainability/Risk Assessment

実
用
化
開
発

バリューチェーン開発

Partnering／ビジネスの速度

サービスの幅／Modeling

Positioning／テクノロジーの深さ

用途開発

体積＝ビジネス収益

出典： 九州大学大津留特任教授 資料

収益を生み出すビジネスモデルの構築が課題
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非上場

事業再生

VCによる出資

Seed Start-up Early Middle Later
[Emerging-growth]

一般融資・債務保証

上場

知的財産権担保融資
・債務保証

新株予約権付融資・債務保証
（以前はワラント債応募）

インキュベーション・ファンド

事業再生ファンド

知的財産を評価したファイナンスが可能か？
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知財開発投資株式会社における
知財開発ファンドの概要
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ファンド設立の背景 研究開発・特許をとりまく日本の現状

年間約18兆円の

研究開発費
（内1.5兆円は公的機関）

民間企業12兆円の

研究開発費の内
95％が大企業

年間約40万件の

特許出願

現在、登録特許の

約2分の1以上が

休眠特許

日本の大企業・日本の大企業・

研究機関に眠る研究機関に眠る

『『機会損失機会損失』』を無くすを無くす

研究開発費の推移 （「平成19年度版 文部科学統計要覧 ）

企業

公的機関

大学

大企業

中小企業

活用 休眠

研究

開発費

特許

本格的な本格的な
『『知財開発ファンド知財開発ファンド』』

のの必要性必要性

（特許庁HP）特許出願・登録件数推移
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知財開発ファンドの構成図

ファンド運営会社株主・ファンド出資者 ファンド出資者（有限責任組合員）

機関投資家 事業会社 その他

出資 出資出資 配当

知財開発ファンド
（投資事業有限責任組合）

日本政策投資銀行
（DBJ）

運営・出資
知財開発投資株式会社

（IPDI）
（無限責任組合員）
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原則は特許権化済みで、本ファンドの投資先企業の事業の価値向上のために、関連知
財を活用して、ハンズオンによって、より良い製品の生産販売に繋げることができるもの

「ブロックバスター」（blockbuster）とも呼ぶべき、競争優位が明確で、成長戦略・競争戦
略が描ける強い特許・技術に対して投資

ブロックバスター特許を事業化し、ベンチャー企業を創業。成長を支援。

特許・技術が成長エンジンとなるベンチャー企業、又は、中小中堅技術基盤企業を投資
対象とし、大企業の特許と組み合わせることによりバリューアップを図る。

「技術を面で押さえる」、「企業だけではなく、特許・技術（知的財産）等の無形資産にも
投資する」ことで、特許・技術を活用した強力なテクノロジーインキュベーションやハンズ
オンを行い、IPO、M&Aにより投資回収を図る

特許・技術の売買

（特許取得費用・
F/S費用他）

投資先企業の価値向上に寄与する特許・技術と、
競争優位が明確で、成長戦略・競争戦略が描ける
特許・技術

株式への投資

（普通株・優先株）

特許・技術をコアとして新規事業の創出に取り組む
企業

特許・技術
（特許取得費用・

F/S費用他）

約30%

企業株式
（普通株・優先株）

約70%

投資対象区分
（金額ベース） （％は金額ベース）

知財開発ファンドの投資対象（当初計画）
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分野別（案件数ベース）

30%

20%

10%

10%

30%

環境・エネルギー

バイオ・ヘルスケア

通信・IT

ナノテクノロジー・素材

ロボット・機械等

ステージ別（案件数ベース）

50%

30%

20%

シード・カーブアウト

バリューアップ

レイター

知財開発ファンドの投資実績

投資の特徴

シードステージ、カーブアウト案件が中心の投資

特許に着目して投資を行うので、投資分野は、分散。

特許の売買を当初目論んだが、断念。
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ファンドの投資･運用メンバー(1/2)

山口 泰久 （代表取締役社長）

九州大学経済学部卒業。ケンブリッジ大学大学院土地経済学部修士課程(M.Phil.)修了。1986年日本開発銀行（現日本政策投資銀行）入行。欧
州留学後、地域開発企画部（産学連携・ベンチャー育成等担当）、（株）日本インテリジェントトラスト研究企画部長、日本政策投資銀行地域政策
研究センター参事役（産業クラスター調査担当）、大分事務所長等を経て、2006年6月知財開発投資（株）取締役就任。2009年3月代表取締役社
長就任。

主な著書・論文に『ゼロエミッションマニュアル』（共著、海像社）、「Making IT] (共著、Stanford Press)、「地域の技術革新と起業家精神に関する
調査」（日本政策投資銀行編、スタンフォード大学共同調査）、「九州大学の経営戦略に関する調査」（九州大学）、「産官学＋金」（産学連携
ジャーナル）等。

国土交通省「産業集積拠点の形成に関する研究会」委員、大分経済同友会産業委員会副委員長、大分県知的財産戦略指針策定委員会委員、
大分県LSIクラスター形成推進会議理事、福岡先端LSI開発クラスター外部評価委員、文科省知的クラスター創成事業審査委員などを歴任。

新井 貴 （社外取締役、投資決定委員）

1988年一橋大学法学部卒業。ロンドン大学（ロンドン･スクール・オブ･エコノミクス）修士課程修了（MSｃ）。日本証券アナリスト協会検定会員。1988
年日本開発銀行（現日本政策投資銀行）入行、大蔵省証券局、審査部等を経て2004年地方開発部課長、2007年4月新産業創造部課長。2007年6
月新規事業投資（株）非常勤取締役。2009年6月企業投資グループ次長。

信州大学経済大学院等で非常勤講師、関東経済産業局等で審査委員を務める。「Suwa一の柱ファンド」（2006年、ADFIAP Awards受賞）など中堅
製造業による共同開発事業に対するファイナンススキームの開発・実施等に取り組む一方、「クラスター戦略』（2002年、山崎朗編、有斐閣）、「企
業城下町の挑戦」(2001年、日本政策投資銀行地域レポート）ほか著作論文多数。

森本 美成 （社外取締役、投資決定委員 ）

1970年慶応義塾大学商学部卒業、同年野村證券（株）入社。国内3支店での株式営業業務及び営業企画部業務に従事した後、3年間のNY勤務
（野村證券NY現地法人）を経て、1987年初代外国株式部長、1990年仙台支店長を歴任。93年野村證券を退社し、同年（株）ジャフコ入社、取締役
投資第一本部長に就任。1999年常務、2002年専務取締役として投資部門を統括。

ジャフコ在籍中の13年間投資決定の 高機関である投資委員会のメンバーとして、全ての投資案件に関与。取締役第一投資本部長として全ての
投資案件に関与。主なIPO会社は、パーク24、プレシジョン・システム・サイエンス、セントケア、テー･オー･ダブリュー、ギャガ・コミュニケーションズ、
光通信、HIS等々数百社に達する。2003年常勤監査役、2006年ジャフコ退任。同年野村證券顧問。

2007年5月知財開発投資（株）のエグゼクティブアドバイザー就任、2009年3月取締役就任。
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ファンドの投資･運用メンバー（2/2）

堀田 善治 （シニアアドバイザー）

1971年東北大学大学院工学研究科応用化学専攻修士課程修了。工学博士(東北大学)。同年新日鐵化学㈱入社。機能樹脂事業副事業部長、取
締役先端材事業部長、総合研究所長、常務取締役技術本部長、東都化成㈱社長就任。この間新規プロセス開発、複数の先端材料事業立ち上げ、
MOT、会社再建等に従事。韓国・タイ化学企業等国内外企業の非常勤取締役、工業技術院公害資源研究所流動研究員、東京工業大学・東北大
学非常勤講師、九州大学・東京工業大学・知的クラスター外部評価委員等を歴任。2008年7月より東京工業大学特任教授。環境・エネルギー化学、
触媒化学、機能化学材料技術、機能樹脂技術が専門。1979年環境賞受賞、1990年石油学会論文賞受賞。特許出願、論文投稿、大学・学協会招
待講演多数。

小堀 幸彦 （シニアアドバイザー）

1974年慶應義塾大学経済学部卒業。同年米国EPI社にて研究職（環境計画）、1976年よりマイアミビーチ市再開発局局長補佐として従事。1977
年帰国後、㈱オセアノート研究員として海洋地理情報システムを開発し日本、フランス、米国、キューバでプロジェクト実施。1980年研究部取締役、
1987年海外事業部取締役。ボストン銀行主宰のワールド・トレード・グループのコンサルティング・メンバー、バーデン・ヴュルテンベルク州日本代
表補佐を歴任。1999年㈱シュタインバイスジャパン設立、代表取締役社長に就任。「テラヘルツテクノロジー」（共同執筆、NTS）、「ペットボトルの
付着物検出システム」（1999、電子技術）、「ドイツの環境ベンチャーについて」（1997、ベンチャーフォーラム）等、執筆・寄稿。東京商工会議所
「創業・ベンチャー小委員会」委員（～2002）、シュタインバイス大学非常勤講師。

大津留 榮佐久 （シニアアドバイザー）

1979年福岡大学工学部電気工学科卒業。日本テキサス・インスツルメンツ(株)に約22年間在籍、技術マーケティング、システム／カスタムビジネ
ス開発等のマネージャー歴任。2001年よりソニーセミコンダクタ九州(株)実装部門長、SIP事業部長、大分テクノロジーセンター代表、国際資材調
達部門長を歴任。 2005年、九州大学大学院工学研究院 特任教授を経て、2007年より、シリコンシーベルト福岡構想の総指揮を執るシステム
LSI推進プロデューサーに就任すると共に、福岡先端システムLSI開発クラスター戦略本部の事業総括を務める。

エレクトロニクス業界を中心に技術マーケティングから研究開発マネジメント、知財マネジメント、生産マネジメントに至るバリューチェーン全般の
実践的MOT論理を、各理工系大学院ならびに企業幹部研修に多数出講。 研究・技術計画学会員、日本MOT振興協会員、（財）台湾APIP・亜太
知的財産保護協会 名誉顧問。
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関係者外秘

知財開発投資株式会社

知財開発ファンドの基本コンセプト① 知財カーブアウト
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関係者外秘

知財開発投資株式会社

大企業の技術シーズを活用したスピンオフ企業

創業者の創業者の
出身企業出身企業

創業者の創業者の
年齢年齢

（出典） 高知工科大学大学院起業家コース 前田昇教授

例例 所在地所在地 創業年創業年
特特 徴徴

AA社社
BB社社
CC社社
DD社社
EE社社
FF社社
GG社社
HH社社
I I 社社
J J 社社
KK社社
LL社社
MM社社
NN社社
OO社社
PP社社
QQ社社

東京東京
東京東京
大阪大阪

京都京都
東京東京
東京東京
横浜横浜
東京東京
東京東京

ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰ
ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰ

東京東京
神戸神戸
京都京都
京都京都
東京東京
東京東京

金型製作金型製作
半導体製造半導体製造
ｹﾞｰﾑ会社との連携による半導体製造ｹﾞｰﾑ会社との連携による半導体製造
欧米における研究開発欧米における研究開発
大手電話会社との連携大手電話会社との連携
大手メーカーを買収大手メーカーを買収
CADCADｼｽﾃﾑ販売大手企業の資本参画ｼｽﾃﾑ販売大手企業の資本参画
大手電気ﾒｰｶｰ、自動車販売企業と大手電気ﾒｰｶｰ、自動車販売企業とJVJV
コンビニのシステム開発コンビニのシステム開発
大手電気ﾒｰｶｰの資本参画大手電気ﾒｰｶｰの資本参画
日米日米VCVC連携の資金調達連携の資金調達

日米独大学・企業と連携日米独大学・企業と連携
台湾企業と連携台湾企業と連携
精密ハンダ技術による精密ハンダ技術によるDNADNAチップ製造チップ製造

ゲノム創薬の研究開発ゲノム創薬の研究開発
産学連携によるバイオ研究事業産学連携によるバイオ研究事業
産学連携による半導体共同開発事業産学連携による半導体共同開発事業

１９９０１９９０
１９９２１９９２
１９９０１９９０
１９７９１９７９
１９９０１９９０
１９８３１９８３
１９９６１９９６
１９９２１９９２
１９８９１９８９
１９９５１９９５
１９９７１９９７
１９９９１９９９
１９９９１９９９
２０００２０００
２０００２０００
１９９９１９９９
１９９９１９９９

５０５０
５２５２
５８５８
５８５８
－－
４７４７
－－
５３５３
４５４５
４４４４
－－
４２４２
５２５２
５１５１
４７４７
－－
－－

三井金属三井金属
東芝東芝

ﾘｺｰ、三菱ﾘｺｰ、三菱
ＮＡＳＡＮＡＳＡ

－－
自営自営
NECNEC

日本能率協会日本能率協会
TKCTKC
東芝東芝

インテル日本インテル日本
ソニーソニー

ﾎｼﾃﾞﾝﾌｨﾘｯﾌﾟｽﾎｼﾃﾞﾝﾌｨﾘｯﾌﾟｽ
自営自営

住友金属住友金属
山之内製薬山之内製薬
新日本製鉄新日本製鉄

金型金型
半導体半導体
半導体半導体
製造装置製造装置
半導体半導体
プリント基プリント基
板半導体板半導体
通信通信
システムシステム
CCDCCDカメラカメラ

半導体半導体
記憶装置記憶装置
液晶液晶
DNADNAチップチップ
DNADNAチップチップ

バイオバイオ
半導体半導体

業業 種種

19

関係者外秘

知財開発投資株式会社

知財開発投資

知財開発1号

ファンド

棚卸しされた技術群 製品群

企業・大学・研究所

新会社
知財

技術者

出資

一般企業・PE

IPO・MBO

優先交渉権・バイバック等 売却

出資

ﾊﾝｽﾞｵﾝ支援

Ⅰ．知財・技術の評価

Ⅱ．事業化の検討・企画

Ⅲ．投資

Ⅴ．EXIT

Ⅳ．ハンズオン支援

企業・大学等は、未利用特許のキャッシュ化を希望 → 事業化は一つのソリューション

カーブアウトによる知財事業化のプロセス
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20

関係者外秘

知財開発投資株式会社

知財カーブアウト： 企業・大学が保有する特許の棚卸

棚卸しされた特許（群）が、現在利用されているか否かを製品との結びつきを持って判別し、未利用特許
（群）を抽出する

平均出願日

1992年 1994年 1996年 1998年 2000年 2002年

クラスタA クラスタB クラスタC クラスタD

クラスタE

クラスタI クラスタJ

クラスタF クラスタG

クラスタH

NAS電池関連特許

⇒製品化されている

リチウム2次電池関連特許

⇒製品化されていない

未利用特許として
次ステージへ

特許関連性構造図特許関連性構造図

21

関係者外秘

知財開発投資株式会社

知財カーブアウトの典型的なスケジュール

～～１ヶ月～２ヶ月程度 ３ヶ月～１年程度 ２～３年程度 ３～５年程度

Ⅰ.知財・技術

の評価
Ⅱ .事業化の検討 Ⅲ .投資 Ⅴ . EXITⅣ .ハンズオン

支援

業
務
概
要

ターゲット分野の情
報収集。

ターゲット事業の企
画・構想

保有特許・技術の分
析。

絞り込まれた特許の
技術的な有意性・市
場性を専門家により
評価（高ポテンシャル
特許（群）の抽出）

未利用特許のカーブ
アウト可能性検討。

中心人物の確認。

事業化のシナリオ作成、
参加者の組合せ検討。

事業主体の選択

カーブアウトのパター
ンを検討。特許出し手
企業との交渉。

ビジネスモデルの検討。

資本政策等、ビジネス
プランの作成

新会社の設立

必要な契約の締結

ビジネスモデルの高
度化

マーケティング支援

特許のマッチング。
新規事業の検討。

ライセンシングのサ
ポート

共同研究先の紹介

必要資金の投入

資金調達サポート

IPO・MBO

ライセンシン
グ（製造・販
売権交渉）

バイバック

売却

投資ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽ

投資検討委員会によ
る投資判断

ヒト、特許・技術、資金等を集めるため、事業化のタイミングが非常に重要
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22

関係者外秘

知財開発投資株式会社

中小企業

知財開発ファンドの基本コンセプト② バリューアップ

ヒト：技術指導

モノ：－

カネ：－

技術指導を含めたﾗｲｾﾝｽｱｳﾄ
新規事業への財務支援

ヒト：－

モノ：－

カネ：出資・融資IPO

要素技術の

ライセンスアウト

①

② ③

ライセンスインの背景

研究開発の効率化

研究開発の時間短縮・
新規事業の早期立ち上げ

ライセンスアウトの背景

未利用特許のキャッシュ化

製造業全体の底上げへの
貢献（CSR）

企業

大学

研究機関

第三者

（ＶＣ）
新規

事業

23

関係者外秘

知財開発投資株式会社

知財による中小・中堅企業の
新規事業立上げ支援

外部から技術を導入 自社内技術の活用

大企業知財による中堅・中小企業のバリューアップ
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24

関係者外秘

知財開発投資株式会社

投資案件の選択条件→経営者と技術の目利き

知財開発投資の基本的な考え方

技術開発リスクの低減

マーケット・リスクの低減

人材リスクの低減

知財開発投資における技術評価

特許・技術のユニークさ → グローバルな課題を解決する技術

事業可能性の高さ → マーケットの大きさ

企業の関与 → 共同研究あるいは特許共願など

製造・販売ノウハウの活用可能性

既に国際出願しているもの → 世界市場がターゲット

DRYとWETの両面チェック → 客観性と専門性の両面チェック

25

関係者外秘

知財開発投資株式会社

知財開発投資の知財評価・投資判断プロセス

技術的に価値があると判断された案件に関して、ビジネス

プランを評価。市場の現状把握、市場性評価、企業価値評

価等を行う。

ＤＢＪの審査ノウハウを活用。

技術の新規性や進歩性、既存・代替技術に対する優位性

の有無、マーケッタビリティなどについて、各技術領域の専

門家が定性的な分析・評価を行う。

公正で客観的な評価レポートを外部の第三者*に依頼して

作成しもらう。

市場性・
事業計画評価

レベル3レベル3

パテントリザルト社のパテントスコア・パテントエクスプレス
Ⓡ ・パテントアトラスⓇを用いて特許・技術を公開済特許と比

較することにより、対象特許の競合状況や、どのような特徴

を持っているかを分析し、格付け。

*IPDIでは、大津留氏（元ソニー、半導体分野）、堀田氏（元新日鉄化学専務、材料分野）、小堀氏（シュタインバイス日本代表）等

の実務家をシニア・アドバイザーとする他、各技術分野の特許･技術調査専門家のネットワークを構築している。

特許情報
解析･格付け

レベル1レベル1

ｼｽﾃﾑ

技術評価
レポート

レベル2レベル2

人
（特許･技術
アナリスト）

人
（ベンチャー投資

アナリスト）

※パテントエクスプレスは株式会社アイ・ピー・ビーの登録商標です
Ⓡ



14

26

関係者外秘

知財開発投資株式会社

知財開発ファンドにおける
知的財産の評価方法

～技術力の質的評価について～

27

関係者外秘

知財開発投資株式会社

知的財産の質的評価のための指標について

特許は、数だけではなく、質を見極める必要がある。

特許の質を見るために、特許の注目度を数値化した技術力評価指標が存
在（PCI、YKS法、パテントスコア・・・）、これらを活用。

基本特許など注目度の高い特許ほど、「技術力評価指標」の数値が高い。

工藤一郎国際特許事務所 ＨＰよりＳＢＩｲﾝﾃｸｽﾄﾗ HPより

㈱パテント・リザルト HPより



15

28

関係者外秘

知財開発投資株式会社

電機機器業界 日本企業２０社の技術競争力ランキング

ＳＢＩｲﾝﾃｸｽﾄﾗ HPより

29

関係者外秘

知財開発投資株式会社

HDDの大容量化技術に関する特許の登録件数とPCI（指数）

ＳＢＩｲﾝﾃｸｽﾄﾗ HPより
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30

関係者外秘

知財開発投資株式会社

弊社の知財評価（質的評価）：パテントスコア

パテントリザルト社開発のアルゴリズム、システムにより高速自動評価

特許明細書において統計処理可能な情報および特許審査手続の情報

（審査経過情報）といった公知情報に基づく定量評価

審査経過という主観的情報も多数を組み合わせることで客観性を実現

立場の異なる出願人、特許庁審査官、第三者（競合他社）が特許に起

こしたアクション（⇒注目度、魅力度）を数学的に統合処理

特許出願件数比較等では得られない質的要素を含ませた分析、評価

31

関係者外秘

知財開発投資株式会社

当該特許から抽出

パテントスコア

当該特許と同一技術分野・当該特許と同一技術分野・
時期の特許群全件時期の特許群全件

○○当該特許から当該特許から審査審査経過情報経過情報・・

書誌情報を抽出、数値化書誌情報を抽出、数値化

○当該特許が属する技術分野○当該特許が属する技術分野

の全特許（技術分野別母集団）の全特許（技術分野別母集団）
についても同じく処理についても同じく処理

○○当該特許と当該特許と技術分野別母集団技術分野別母集団のの
相対比較から当該特許に定量評相対比較から当該特許に定量評

価値（⇒パテントスコア）価値（⇒パテントスコア）をを算出算出

パテントスコア算出のメカニズム
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32

関係者外秘

知財開発投資株式会社

各評価指標について、出願年別、技術分野別のスケールファクタ（重み）
各評価指標の特性を考慮した数値化
スコアはデータベースの情報更新に連動して更新（月1回）

← 出願年別、技術分野別の全スケールファクタが毎月再計算されている
評価指標×技術分野×出願年の3種類の要素を組み合わせた約1800万通りの重み付けに基づき、
スコアを算出している

パテントスコアの特徴： 技術分野、出願年ごとに調整

33

関係者外秘

知財開発投資株式会社

※ 正規分布による参考値

※ 2007年8月末までの情報により作成

0.00035 未満C--

0.0235 ～ 15C-

0.615 ～ 25C

6.0625 ～ 35C+

24.1735 ～ 45B-

38.2945 ～ 55B

24.1755 ～ 65B+

6.0665 ～ 75A-

0.675 ～ 85A

0.02385 ～ 95A+

0.000395 ～ 105A++

0.000002105 以上A+++

出現率（％）※パテントスコアレイティング

パテントスコアは、偏差値化して算出。パテントスコアは、偏差値化して算出。

パテントスコアの点数に応じて、パテントスコアの点数に応じて、1212段階のレイティングを設定している。段階のレイティングを設定している。

パテントスコアとレイティングの対応
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34

関係者外秘

知財開発投資株式会社

パテントスコアは単に特許１件ごとの成績表としてだけでなく、組織単位での評
価から具体的に貢献している技術へ誰でも容易に辿りつける誰でも容易に辿りつける。

具体的な貢献技術の例：TOTO株式会社のパテントスコアTOP５（有効登録特許）組織単位の例：TOTO株式会社の全有効登録特許具体的な貢献技術の例：TOTO株式会社のパテントスコアTOP５（有効登録特許）

パテントスコアの出力例（パテントエクスプレス内）

第三者による評価第三者による評価。 投・融資のセカンドオピニオンとして活用。

競合他社競合他社は、自社と比較して、どの分野に強い特許どの分野に強い特許を保有しているのか。

35

関係者外秘

知財開発投資株式会社

大学・研究所の特許スコアランキング

大学の中で、慶應義塾が、
私学としての利点を生かし、
TLOと知財本部の1体運営
により先行

産業技術総合研究所は、
特許スコア、特許件数
いずれもダントツの１位

地方大学では、岡山大学
山口大学の健闘が目立つ
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36

関係者外秘

知財開発投資株式会社

特許スコアによる分析

AA-- 以上の特許以上の特許

３４３４//９２４件９２４件
⇒⇒3.73.7％％

AA-- 以上の特許以上の特許
１２０１２０//５７２件５７２件

⇒⇒２１％２１％

単願と共願でスコアの差は認められない。→？

37

関係者外秘

知財開発投資株式会社

日本電産

グループ

205件

ミネベアグループ

68件

キヤノングループ

109件
セイコーエプソン

50件

ＦＤＫ

57件

三菱マテリアルグループ

56件パナソニック

89件

ミツミ電機

47件 徳昌電機

5件

鷺宮製作所

10件

オリエンタルモーター

30件

不二工機

6件

山洋電気

11件

日本精機

58件

ゲネシス

2件

矢崎総業

14件

アスモ

34件

宮内則雄

1件カルソニックカンセイ

6件

-50
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特定の技術分野に関する特許を企業単位で仕分け 例：ステッピングモータ

縦軸：企業ごとに縦軸：企業ごとに
パテントスコアをパテントスコアを
積算。この分野に積算。この分野に

おける各企業の注おける各企業の注
目度や現在の「特目度や現在の「特
許力」がわかる。許力」がわかる。

横軸：企業ごとに横軸：企業ごとに
パテントスコアのパテントスコアの
最高値を抽出。こ最高値を抽出。こ
の分野における１の分野における１
件の強い特許（光件の強い特許（光

る技術）を探索。る技術）を探索。

直径：企業ごとに直径：企業ごとに

出願した特許数を出願した特許数を
表現。当該分野に表現。当該分野に
投入したリソース投入したリソース
の大きさがわかる。の大きさがわかる。

出願人ＭＡＰによる分析
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関係者外秘

知財開発投資株式会社

知的財産の金銭価値算出方法について

39

関係者外秘

知財開発投資株式会社

知的財産の金銭価値の算出方法

取得原価

現在価値
（時価）

（１）市場価格

（２）経済価値

①調達市場

②売却市場

取替原価
（再調達原価、
現在原価）

売却時価
（正味実現可能価額、

処分価額）

正味現在価値

正味潜在価値
技術性、学術性、芸術性

事業性
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関係者外秘

知財開発投資株式会社

目的別の知的財産評価手法

コストアプローチ インカムアプローチ マーケットアプローチ

M&Aにおける評価 - ○ ○

財務会計上の評価 ◎ - -

法人税評価 ◎ - -

相続税評価 - ◎ ＊

売買価格決定時評価 ○ ○ ＊

実施許諾時評価 △ △ △

担保価値評価 - ◎ ＊

権利侵害訴訟時評価 - ○ △

内部管理目的評価 - ○ ◎

メリット

客観性高い。データ入手
し易い。取得原価主義と
整合。

評価にリスクに反映する
ことができる。

客観性が高い。

デメリット

投資額との乖離が生じ
る。

将来のキャッシュフロー
算出などにおいて、恣意
性が高い。

取引価額が存在しない。

出典：渡辺俊輔編著「知的財産 戦略・評価・会計」、
日本会計研究学会特別委員会「無形資産会計・報告の課題と展望」

41

関係者外秘

知財開発投資株式会社

(単位：百万円)

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 合計

製品売上、ライセンス料収入等 100 200 400 300 100
▲製造原価 ▲40 ▲80 ▲160 ▲120 ▲40
▲販売管理費 ▲20 ▲30 ▲50 ▲40 ▲20
▲運転金利 ▲0 ▲1 ▲1 ▲1 ▲0
▲メンテナンス費用 ▲5 ▲5 ▲6 ▲6 ▲6
▲バージョンアップ費用 0 0 0 ▲20 0
税引前利益 35 84 183 113 34

▲税金 ▲16 ▲38 ▲82 ▲51 ▲15
税引後利益 19 46 101 62 18

償却費戻入 5 5 5 5 5
▲増加運転資金 ▲10 ▲10 ▲20 10 20
キャッシュフロー 14 41 86 77 43

現在価値への換算率 1.20 1.44 1.73 2.07 2.49
割引現在価値 12 29 50 37 17 145

▲引継コスト ▲20
担保査定額 125

当該知的財産をベースとした「事業」の予想キャシュフローの現在価値を評
価（収益還元）する。

・売上高、製品寿命等の予測
・現在価値への換算率 ･･･ 10～20％が一般的
・引継コスト（事業継承のためのイニシャルコスト ･･･ 設備引継、ノウハウ伝授）

ＤＣＦ法による知的財産の価値評価
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関係者外秘

知財開発投資株式会社

ＤＣＦ法による知的財産権の正味現在価値評価

本当は、

潜在性・確率を捨象しており限界あり

（１つの）シナリオ

（１つの）「割引率」で割引

（各々の）確率で割引

（多岐の）シナリオ

同じとは限らない。

43

関係者外秘

知財開発投資株式会社

知財開発ファンドにおける知財評価（まとめ）

レベル１においては、 パテントリザルト社の勝手格付であるパテントスコア・パ
テントエクスプレスをDRYに活用。パテントスコアは、企業の知財本部が並べ

ている知財の順番に一致するようにパラメータを設定。（暗黙的に事業化可能
性を示唆）

レベル２の専門家による分析は、技術的側面から見た技術の新規性・排他性・
競合状況等をＷＥＴにチェックすると共に技術的側面からみた市場性（競合状
況）も検討を行う。

競合先の分析については、640万件の特許DBを背景に網羅的にカバー。

レベル１・レベル２では、経済的価値の算出までは行わない。

レベル３では、投資対象のビジネス・プランを分析・評価し、事業体を評価する
中で、主にDCF法により事業価値の算出を行う。事業評価と知財・技術評価を、

同じレベル（金銭価値）で評価していない。

知財の価値は、事業体制など技術以外の様々な要素により異なってくるため、
ボラティリティが高く、金銭価値を算出するのは基本的に不可能。したがって、
知財は株式と交換することにより、そのボラティリティに対応している。
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関係者外秘

知財開発投資株式会社

知財開発ファンドにおける
ハンズオンについて

45

関係者外秘

知財開発投資株式会社

• 高ポテンシャルと判断された案件（技術）に対してビジネ
スモデルの検討（ファイナンス、マーケティング、組織運
営など）

• 経営者の確保
• アライアンスやファブレスの可能性検討

・ビジネスモデルの構築
・ 終製品のマーケット想定
・アライアンス先の検討
・必要な経営資源の確保 など

・ビジネスプラン（収支計画・資金計画・設
備投資計画など）の作成

・ 終製品のマーケット想定
・試作品製作のための資金提供
・包括的な情報提供 など

・事業計画の評価並びに修正
・資本政策の決定
・量産品の設計・製造の支援
・マーケット調査・ｱﾗｲｱﾝｽ先選定・交渉
・原価計算（見積）
・海外展開

• 事業化が可能と判断された技術について当該技術をコ
アとした新会社を設立

• 新会社に当該技術をライセンスし、本格的な開発、事業
化を推進

・資本政策の検討
・人事政策
・特許戦略の策定
・補完特許、防衛特許の出願
・将来的な戦略特許の出願

• 投資適格と判断された段階で、資本政策・マイルストー
ンに基づき必要資金の投入

• 大量生産など事業展開時に追加投資
（事業の進捗度合いを測りながら、ターゲット市場を見通

してマイルストーンを設定し、支援）

• 設計・製造等の技術面の検証
• 競合技術の調査
• 技術マーケティング

ビジネスモデルの

検討

事業化の可能性を

検証

新会社設立・

ライセンス

必要資金の投入・

マーケティング支援

ライセンス・事業化（ハンズオン育成）のステップ 具体的な支援（ハンズオン）内容

知財開発投資のハンズオン育成・支援

「ビジネスモデルの検討」から「事業化の可能性検証」「新会社設立」「必要資金の投入」の４ステップで事
業化し、ＥＸＩＴまで必要に応じてハンズオン支援を行ない企業のバリューアップを図る。
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関係者外秘

知財開発投資株式会社

-200

0

200

400

600

800

1000

-10 -5 0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

出
願

人
ス

コ
ア

出願人最高スコア

トプコン＋ソキア

トプコン

ペンタックス

ソキア

ニコン

Leica Geosystems

出願人ＭＡＰによるアライアンス効果の分析

アライアンス有無による出願人スコアの変化（母集団は類似特許群と同一）

両社のアライアンスにより、競合企業を凌駕する競争力を得ていることがわかる

47

関係者外秘

知財開発投資株式会社

課題解決マトリクスによる分析

技術内容を示す解決手段の軸で特
許群を分類、全出願人の合計スコア
を規格化して勢力比較

下図は、今回分析対象としたステッピングモータ関連特許群1,190件について作成した課題解決マトリクスである。
ここでは、主に技術内容を示す解決手段の軸で全出願人の合計スコアを規格化して勢力比較を行い、ＦＤＫにおいて、技術補
完が望める出願人、または技術深耕が望める出願人を抽出した。


